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0 患者の選択の 尊重という観点から、 リビンバウィルの 推進等適切 

な終末期医療の 在り方を検討していくことが 必要と考えます。 

0 安全で安心できる 医療の再構築については、 医療事故事例情報の 

収集・分析等、 患者の視点に 立った医療事故防止対策の 推進とと 

もに、 「医療安全支援センター」の 活用等、 被害者救済にかかる 

諸施策も検討するべきと 考えます。 
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3 . 医療を担う人材の 確保と資質の 向上 

0 医療を担う人材の 確保と資質の 向上は、 患者の視点の 尊重 ( 医 

療への信頼性、 安心感の醸成等 ) という観点からはもちろんの 

こと、 医療保険制度にとっても、 制度の信頼性及び 規律の保持 

という観点から 緊要度の高い 問題です。 

0 人材の確保にあ たっては、 医療従事者の 需給の総合的な 検討と 

実状に照らした 需給計画の見直しの 下に行われるべきと 考え 

ます。 その際、 小児科や麻酔科等、 特定の診療科の 医師の偏在 

や不足等の深刻な 状況にも配慮するべきです。 また、 医 ・歯学 

部の入学定員の 適正化や大学の 再編統合について、 さらに医療 

の質の担保という 観点から医師・ 歯科医師国家試験のあ り方に 

ついても検討するべきと 考えます。 

0 医師・歯科医師等が、 医学・医療の 進歩に応じるかたちで 常に 

新しい知識・ 技能を修得できる「生涯教育制度」を 具現化する 

必要があ ります。 併せて、 所定の研修を 前提条件とした、 「 医 

師 免許・歯科医師免許の 更新制度」の 導入も検討するべきであ 

り、 その具体的な 方法論についての 検討が必要と 考えます。 関 

連して、 適正な保険診療の 観点から、 「保険医の定年制」の 導 

八等を視野に 入れた議論も 必要と考えます。 

0 新 ・医師臨床研修制度については、 制度施行後のフォローアッ 

プ、 省令等における 記載事項の履行に 係る実績、 医療の質の向 

上への貢献等の 検証及び平成 18 年度の新・歯科医師臨床研修 

制度のスタートに 向けた準備等について 検討する場を 明確に 

するべきと考えます。 

4 . 医療の基盤整備 

0 医療分野における 情報化の推進は、 患者が選択を 通して主体的 

に医療に参加できる 環境作りや、 医療の透明性の 確保、 医療機 

関 相互の公正な 競争の促進等、 これまでに述べた 「 庸 、 者の視点 

の尊重」や「質が 高く効率的な 医療提供体制の 構築」等の実現 

を図る上で欠かせない、 喫緊の課題です。 とくにカルテ ，レセ 

プト等の IT 化の促進及び 標準化、 データの共有化は 、 取り組 

みのより一層のスピードアップが 求められるものと 考えます。 

以上 
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社会保障審議会医療部会への 意見書 

社会保障審議会医療部会委員 
日本看護協会 副会長 古橋美智子 

医療提供体制のあ り方、 見直しの議論は、 医療制度改革の 根幹をなす重要な 議論だ 
と 考えます。 国民一人一人が 安全で、 安心の 、 そして納得のいく 医療を享受できるよ 

ぅ 、 看護の視点から、 論点メモに盛り 込む事項について 述べます。 

    医療・看護提供体制の 見直しに対する 基本的な考え 方と社会保障審議会医療部会 

の目的・役割の 明記 

D. 今後の医療・ 看護サービス 提供体制改革への 具体的論点 

[1 コ安全・安心の 医療・看護提供体制の 整備 

1. 急珪 朝一般病床は 患者対看護職員 1.5 : ェ 以上、 夜間帯看護職員配置数の 増員及 
び 常時配置の考え 方の導入 
2. 外来機能の強化・ 充実を目指した 生活習慣病等の 看護専門外来等の 設置 
3. 専任のリスクマネージャー、 医療安全管理部門、 患者相談窓口設置の 義務化拡大 

[2] 国民・患者が 医療参画するための 情報提供の推進 

ェ ．看護職員の 専門性に関する 広告についての 規制緩和 

2. 「診療情報の 提供等に関する 指針」及び「医療機関等における 個人情報保護のガイ 
ドライン」の 周知・登底と 情報提供に関する 院内掲示等の 環境整備 
3. インフォームドコンセントの 徹底、 セカンドオピニオンや 相談体制の強 ィヒ 

[3] 在宅医療を重視した 効率的な医療・ 看護提供体制の 構築 

1. 都道府県の医療計画への 訪問看護ステーションの 目標数 % 安定 
2. 在院日数の適正化と 在宅療養推進のための 退院調整部門の 強化 
3, 訪問看護の機能とあ り方の見直し、 および清議職員の 業務の拡大に 関する検討 
4. 地域におけるⅡ 、 児を含めた救急医療体制、 災害 時 E 療 体制の整備及び 精神障害者、 
難病患者等の 支援計画の策定 

[4] 看護職員の確保と 質の向上 

1. 看護職員の確実な 確保対策と保健 師 助産 師 看護師法の見直しの 検討 
2. 新卒看護師の 卒後 G 床 研修の義務化と 導入目 寺 期の検討 
3. 看護職員の生涯教育と 免許更新制に 関する検討 
4. 高度な知識・ 技術を持った 専門看護 師 ・認定看護師の 養成強化と普及促進 
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w   
く 各項目の内容説明》 

1. 医療・看護提供体制の 見直しに対する 基本的な考え 方と社会保障審議会医療部会 
0 目的・役割の 明記について 

次の内容を反映したビジョン・ 部会の目的等の 明記が必要と 考えます。 

1. いつでも、 どこでも、 誰でもが、 安全・安心で 質の高い医療・ 看護サービスの 提供は、 国民の 

健康で安心した 暮らしのための 社会保障の基盤であ り、 わが国の経済・ 産業の発展にも 資する 

ことの 再 確認。 

2. 国民・患者が 望む医療、 看護サービスのあ るべき姿を見据えて、 国民の健康と 安心の暮らしを 

支える医療、 看護サービスがその 機能を十分に 発揮できるよう、 社会保障制度改革の 一環とし 

て、 公平性、 有 援ァ性 、 効率性、 透明性などの 観点から提供体制を 見直す。 
    必要な医療費の 財源確保の努力を 行いつつ、 国民・患者重視の 視点に立って 医療・看護サービ 

ス 提供体制の改革を 確実に進めていくための 部会であ る。 

Ⅱ．今後の医療・ 看護サービス 提供体制改革への 具体的論点について 

n Ⅱ安全・安心の 医療・看護提供体制の 整備について 

医療事故防止は、 医療 界 が一丸となって 取り組むべき 緊急的課題であ り、 特に看護業務の 安全対 

策 強化は最も重要です 1 。 しかし、 昨今の在院日数の 短縮化、 患者の重症化等によって、 看護業務の 

拡大と過密 ィヒ 等が問題になっています。 

とりわけ急性期においては、 夜間帯 2 もモニタリンバ、 顔 回な処置・年菜管理、 手術直後の患者の 

受入れ等、 昼間と遜色ない 業務内容になっており、 もはや人員配置の 引き上げは必須であ るととも 

に、 人員配置の考え 方について、 米国のような 常日調三畳 3 を取り入れることを 検討する時期と 考えま 

す 。 

また外来も、 化学療法の実施や 患者相談など、 従来の診察のみならず、 その機能の充実・ 強化が 

求められます。 特に国民的課題となる 生活 習 ， 貫病 対策については、 外来部門において 個々の生活習 

慣等に配慮したきめ 細かな相談指導体制の 整備が必要であ り、 看護の専門外来の 設置や覚来の 機能 

強化・充実に 対応した人員配置 4 の検討が必要です。 

さらに全病院に 専任のリスクマネージャーや 医療安全管理部門、 患者相談窓口の 設置を義務付け、 

医療事故等の 収集と分析、 検証を通じて 医療安全対策を 推進し、 医療事故防止対策の 強化を図るこ 

とが大事です。 
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[2] 国民・患者が 医療参画するための 情報提供の推進について 

患者・国民が 主体的に医療に 参画していくためには、 選択と意思決定への 支援は重要です。 医療 

機関の情報提供については、 広吉の規制緩和が 図られていますが、 患者・国民のより 主体的な選択 

のために、 看護職員の専門性も 広告できるようにするべきであ ると考えます。 

また、 患者の健康にかかわる 情報を積極的に 提供できるよ 3 個人情報保護法の 施行に伴 う 医療機関 

等における個人情報保護のガイドライン 等の周知・登底が 必要です。 さらに患者・ 国民が得られた 

情報をもとに、 今後の治療や 療養生活の方針について 意思決定できるような 体制整備として、 セカ 

ンドオピニオンや 相談体制の充実等、 患者の自己決定を 支援する仕組みを 検討すべきと 考えます。 

[3] 在宅医療を重視した 効率的な医療・ 看護提供体制の 構築について 

医 、 療機関の機能 分ィヒ ・重点 ィヒ の推進において、 在宅医療の基盤整備が 非常にたち遅れています。 
在宅療養を支える 要となる訪問看護ステーションは、 その設置状況が、 いまだ 5,571 であ り、 ゴー 
ルドプラン 21 の数値目標に 及ばずその整備が 急がれています。 都道府県が策定する 医療計画の中 
で、 在宅医療の推進をはかるために 地域の在宅療養のニーズに 適した訪問看護ステーションの 数直 
目標を設定し、 在宅医療の基盤整備を 計画的に推進する 必 、 要があ ります。 
また 介讃 別命制度が導入され、 医療と介護の 連携の強化が 進められつつあ りますが、 在宅療養が 
適応でも、 その療養を支える 資源がなければ、 医療施設、 福祉 肪包設 に頼らざるを 得 ません。 医療機 
関 に入院中から、 在宅で療養ができるための 計画立案と、 地域の社会資源の 調整・開発を 行い、 患 
者・国民が納得して、 不安なく、 自宅で療養生活が 送れるように、 医療機関における 3 段免支援の機 
能強化が重要です。 看護職員等が 退院調整を実施するための 部門の整備と 診療報酬での ; 引 面の検討 
が 必要です。 また、 介護予防、 生活者， 貫病 予防の推進と 在宅医療への 転換をより促進し、 医療ニー 
ズがあ る患者の療養を 支援するために、 健康相談・看護相談機能を 含めた訪問看護のあ り方や機能、 
訪問看護に先立つ 医師の指示のあ り方などを見直し、 看護の機能が 十分に発揮できるよ う 環境整備 
を進めて行く 必要があ ります。 
地域において 在宅医療の基盤整備とともに、 小児 E 療の提供体制や 災害 日寺 医療体制の整備、 精神 
障害者、 難病患者等の 療養に関してニーズに 沿ったきめ細かな 計画の策定や、 老人保健計画、 介護 
保険事業支援計画等、 支援施策間の 連携・整合性の 強化、 僻地医療や地域保健活動が 充実するため 
""""""" 。 。 """""" 。 。 。 

[4] 看護職員の確保と 質の向上について 

少子化の日 討犬 にあ っても看護職員確保を 確実にしていくためには、 潜在看護 師 5 の活用が課題です。 

しかし、 潜在者を含む 看護 師 等の免許取得者の 実態把握は現行の 業務従事者 届 では困難であ り免許 

取得者の届け 出を義務化することが 必要です。 さらに 1992 年の「看護 師 等の人材確保の 促進に関 

する法律」における 基本指針について、 医療・看護を 取り巻く社会環境の 変化に対応した 見直しを 

はかり、 看護職員の確保対策を 進めることが 必要です。 その際には、 医療・看護の 環境の変化に 即 

し、 且 つ 、 看護 師 等の業務の専門性と 独自性にも言及した 保健 師 助産前看護師法の 見直しがあ わせ 

て 必要と考えます。 

また質の高い 医療・看護提供を 進めるためには、 医療従事者の 資質向上が重要であ り、 医療機関 

で最も従事者数が 多く、 患者・国民に 24 時間かかわっている 看護職員の教育の 充実は、 医療の質 

を 左右します。 ヒヤリ・ハット 報告からも新卒看護師の 医療安全教育と 実践能力の向上は 最重要課 

5 看護職員の免許を 持ちながら就業についていない 者。 推計 55 万人 
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題 であ り 6 、 医療機関に就業する 新卒看護師の 卒後臨床研修について、 安全な医療環境整備、 提供の 

視点からも検討し、 早い時期に導入することが 重要です。 その際には、 看護基礎教育期間について 

の検討も必要となります。 また臨床経験が 長い者のヒヤリ・ハット 報告も多く、 生涯教育の充実と 

看護の質の担保が 国民にとってもわかりやすいものとするために、 免許の更新制について 議論され 

るべきと考えます。 

さらに医療の 高度化・専門化および 患者の高齢化に 伴 う 病態の複雑化に 対応できるように 特定の 

領域におけるより 高度な知識・ 技術を有する 看護 師 が育成され、 医療機関での 就業が拡大しっ っあ 

ります。 感染管理、 褥瘡対策、 あ るいはがん末期の 客席管理などその 機能を十分に 発揮することに 

より、 療養生活の満足度や 在院日数の短縮等に 大きく寄与している 実態があ ります。 看識員の マ 

ンパ ヮ 一の量的確保とともに 専門看護 師 ・認定看護師の 養成 弓封ヒ 、 普及の促進について 強力に進め 

ていくべきです。 
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医療を担 う 人材の確保と 資質の向上に 関する意見 

村上信乃 

n  充実した診療録 は 診療の質を維持するために 不可欠ですので 

診療録管理士の 国家資格が必要と 考えます。 

2)  また地域連携を 含んだチーム 医療の維持のために 不可欠な 

MSW の国家資格が 必要と考えます。 
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